　




海部スマイルプラン　



























平成２５年３月


海部地区小中学校事務研究会　研究部




[bookmark: _GoBack]

海部スマイルプラン　目次　　　

１　はじめに
　　～「あい・学校スマイルプラン」における５つのマネジマントの整理から

２　海部スマイルプランについて

３　海部スマイルプランが目指す当面の共同実施のあり方

４　海部スマイルプランにおける共同実施組織のポイント

（１）理念

（２）原則

（３）段階的発展

５　不完全な完成予定図と理念の保持について

６　Ｑ＆Ａ

７　次年度からの各学校での具体的取り組み案

（１）自分たちの試行としての取り組み

（２）地教委等への働きかけ
　　










あい・学校スマイルプラン　から　海部スマイルプラン　へ

１　はじめに　
～「あい・学校スマイルプラン」における“５つのマネジメント”の整理から

県事研によって作成された「あい・学校スマイルプラン」では、目指すべき事務職員像として“５つのマネジメント”（処理業務も含めた広い意味での）を掲げ、その実現をこのプランの中心に据えていることは研修会等でご存じのことと思います。共同実施はその実現に向けた一つの手段として位置づけられ、同時に共同実施の具体的方策については各支部で取り組むとされています。しかしこの“５つのマネジメント”それぞれの意義については充分理解できるのですが、では私たちはこれから何をどのように進めればよいのか、という段になると何かつかみどころのない、宙を漂う感が否めないように思います。その理由として、まず各マネジメントが横並びになっていて相互の関係性や優先順序（中心と周辺、関わりの軽重など）まで言及されていないこと、さらにマネジメントという言葉の中に処理業務をも含めたため、業務としてのイメージに混乱や差異が生じているのではないかと考えました。
そこで海部研究部では議論を重ね、あい・学校スマイルプランは総論としつつも内容を精査して、私たちは現場で何から始めればいいのかがイメージできるようなものに再編する作業が必要だと判断しました。そしてこの５つのマネジメントのうち【財務マネジメント】を私たちの仕事の基軸として位置づけ、そこから学校事務諸分野へと展開していくべきであろうという結論に至りました。

　財務マネジメントを基軸として据えた理由について述べると、

①多忙化する現場において、教員（教頭・教務・校務含む）には「これらの事務負担は自分たちの必須業務なのか？」という疑問がある。つまり重要かつ埋もれている「市場のニーズ」がそこにあるということ。
②学校現場において、一部の教員を除き、われわれが財務業務の中心となることについて特に異論の余地はないということ。
③共同実施をすすめるなかで、県費事務などの自分たちの仕事の向上だけでなく、より教育活動全般に貢献するためには教員が行っている事務的業務との接点が必要であること、そのためには我々は便利屋ではなく、アプローチするべき特定の局面を持つ専門性のある者である必要があります。それが財務事務担当ということになります。それを端緒として確立してこそ、いわゆる標準的職務へと接続させていく可能性がひらけるものと考えます。

　　さらに「あい・学校スマイルプラン」で掲げられた財務以外の４つのマネジメントについては、事務職員ができること・なすべきことの焦点を絞るために次のように整理してみました。

◆「組織マネジメント」については、主として管理職が行うものですが、事務職員も運営委員会等の場において議論になった場合には積極的に関与し、学校組織の機能向上に寄与するという立場をとります。また自らが関係する分掌においてはマネジメント力を発揮し、円滑な業務遂行に努める必要があります。
◆「情報マネジメント」は、組織マネジメントの一部として、必ず中心となる担当者がいます。事務職員がそこに組み入れられるかどうかは、「学校全体の組織マネジメント」次第です。ただ事務職員が得意とする分野の情報管理（文書管理や法令の整理など行政機関としての情報管理業務）もありますから事例に応じて積極的に関与し、多くは中心的担当者と協働するという立場になろうかと考えます。
◆「財務マネジメント」財務事務については上述のとおり、事務職員はこれを最も重視して行い、行政機関としての学校の財的側面を把握できるようにしなければいけません。
◆「カリキュラムマネジメント」において私たちは、施設、教材や備品の予算立てといった「財」の側面、あるいは費用対効果や公教育での必要性といった経営的側面から関わる事ができます。しかしそれは、教育活動の根幹である教育カリキュラムをマネジメントする際の特定の一面でしかありません。したがって事務職員の業務として独立した柱とするよりは③の財務マネジメントの中にカリキュラムにおける財的側面に関わることとして組み入れた方が妥当と考えます。
◆「地域連携マネジメント」については、主となるのは教頭職です。たとえばコミュニティスクール運営等において、事務職員は教頭を補佐する立場の業務を期待されるのではないかと予想されます。学校外の諸団体と交渉し連携を企画展開（狭義のマネジメント）していくのは教頭職であり、事務職員はそこで派生する庶務や会計処理、特定事業のための予算策定等の側面において教頭職をサポートすると位置づけるのが自然な形と考えます。

２　海部スマイルプラン（仮題）について

　あい・学校スマイルプランにおける５つのマネジメントは、将来にむけて事務職員に求められる役割として挙げられています。同プランではさらに３tor論へと展開していきます。しかし海部研究部としては、概念として理解はできるが現実感が乏しいという理由で３torについては議論を留保し、上述の５つのマネジメントを精査するなかで「財務」に焦点をあて、そこに海部地区の今後のありかた、特に共同実施についての「海部地区としての目標」を定めプラン再編を試みた、というのが前項の大まかな流れです。従って「あい・学校スマイルプラン」を読んで、いかにも難解であると感じた方は、前項で整理したように事務職員は財務マネジメントを基軸として学校事務諸分野にも関わっていくというふうにシンプルに理解していただきたいと思います。
このことは個人であれ共同実施組織であれ、なんら変わるものではなく、このことの実現のために共同実施という方策を用いるということになります。財務マネジメントを基軸として学校事務諸分野にも関わっていく事務職員および事務職員組織というものが、抽象的な言い方ですが、あい・学校スマイルプラン→海部スマイルプランの流れのなかで見えてきた共同実施の目標と言えます。
そこで次に、研究部で話し合った結果、我々の共同実施組織はこんな形にもっていければいいのではないかという当面の“完成予想図”を紹介します。



３　海部スマイルプランが目指す当面の共同実施のあり方　

１組織構成
    ◆１中学校区(グループ)で構成する。
      ・指導部門における小中連携活動の面で、それに付随する事務への対応に有効である。
　　　・普段は本務校の勤務。そして、一定の調整や確認する時間を確保する。
    ◆事務長･主査をリーダーとする  
      ・中学校又は複数校に事務長･主査を配置する。
    ◆兼務発令
      ・兼務発令を受け、グループ内のすべての学校に勤務し、事務処理をする。

　　　　　　　　　　
２業務体制（※標準職務のすべてについて、グループで補完して仕事を行う。）
    ◆共同実施組織で行う業務と学校で行う業務を整理する。
      〔組織で行う業務〕
        ア　複数の目による確認を要する業務
            ・給与、報酬、旅費、福利厚生等に関わる書類の確認
            ・市町村財務に関する書類の確認
        イ　研修(ＯＪＴ)
            ・少人数での事例中心の研修
            ・様々なノウハウ、事務改善、経験知の共有
        ウ　財務を中心とした学校経営支援
　　　　　　・学校予算の管理・執行・要求、施設・備品管理、学校徴収金など
    ◆本務校と連携校の勤務
      ・リーダーは要請に応じて随時学校間を行き来し、グループ内の業務の調整を図る。
      ・業務の遂行については、事務職員の構成により様々なスタイルを導入し、精度の　　　　高い処理を行う。
　　　・様々な事情等で、その学校事務のレベルが落ちるような場合は、リーダーの計画に基づいて補完し合う。

３リーダーの役割
    ◆学校経営方針に基づいた組織内の業務の支援と調整
      ・グループ内の事務分掌の作成
      ・業務の実施計画、研修計画の作成や評価
      ・グループ内の学校事務全般に関する支援
    ◆関係機関との調整   
      ・各学校との連絡調整
      ・グループ間や関係機関との調整
    ◆規定に基づく決裁
      ・給与や報酬に関する認定、市町村財務に関する確認等の決裁



★様々なスタイルを導入し　→　たとえば？

  　たとえば旅費の処理について
      ①旅行命令書の確認は随時本務校で行う。
      ②週１回の集まりで相互チェック。
      ③チェック済みの旅行命令書の入力（構成メンバー・処理量などで適当なスタイルを考える）
          ア　担当者を決めてすべて入力
          イ　処理量が多い学校分を分担する
          ウ　定期的に担当替えをする（少経験者対応）
      ④入力後の確認書の最終点検は本務校で行う。

    ※構成メンバーの（事務長･主査＋中経験者＋少経験者　or　事務長･主査＋中経験者）
他の業務との兼ね合いによって、スタイルは変わるので臨機応変に対処する。
全員が一堂に会して対応　　
一部の者で対応　　
リーダーが対応　等

★諸手当の決裁　→　現在とどう変わる？
　　
基本、現在の事務の流れと変わりない。点検者が増え、決裁権者がリーダーの事務長・主査になるだけである。ただし、期限があるので、本務校の締切りを現在より早くする必要がある。

   　 ①本務校で確認。
   　 ②リーダーの本務校へ持参する。→決裁を受ける。
      　　・少経験者の場合はリーダーが赴くこともあり。
      　　・ここで不備があると認定が１月遅れる場合があるので注意が必要。
   　 ③端末入力する。
      　　・通勤手当は４月中旬の共同実施会で点検
      　　・扶養手当、住居手当、児童手当は随時点検（余裕があれば共同実施会で点検）


４　海部スマイルプランにおける共同実施組織のポイント

　以上の「目指すあり方」はこれが絶対だ、これしかない、というものではありません。もっと高度なものを目指すことも可能かもしれませんが、先に述べた、財務マネジメントを基軸として他の学校事務分野にも関わっている事務職員および事務職員組織という目標点から見れば、まずはこのような形までもっていければもう少し先が（つまり具体的な財務マネジメントと標準的職務への関わりが）見通せるのではないかと考えます。

研究部としては、上述のような抽象的目標と完成予想形を見定めたうえで、実際に組織を創造し運営していくには何が必要かという観点で、３つのポイントを考えましたので、次にそれを示したいと思います。
（１）理念（＝こうあるべきだという理性的かつ根本的考え）
共同実施にあたって忘れてはならないこと、言い換えればこれに基づいているか、時に立ち戻り確認せねばならないことして、次の２点としました。

理念１
県費関係およびその他事務処理における効率化と質的向上を基礎的な段階と位置づけ、いわゆる標準的職務の分野においては学校財務事務に関わる事をその活動の中心として展開していくこと。


理念２
教員の多忙化解消のための一助として、事務職員の業務としたほうが妥当であるものについて提案・実践し、行政職員としてそのニーズに応え、教育活動の質的向上に貢献すること。
　　

（２）原則
理念を形にするにあたっての原則は次の３点としました。

原則１　中学校区を一単位とする。
原則２　全校配置の現体制を遵守する。（兼務発令は現段階では問わず、現状のままできることを行う。）
原則３　グループのリーダーには事務長または経験ある主査を充てる。


（３）段階的発展

さて、共同実施の形が一応整ったとして、今後どのように発展させていけばよいか、ということについて述べます。まず押さえておいてほしいことは、何事も一足飛びに完成には至らず段階が必要だということです。たとえ外部からの圧倒的な力で形ができたとしても、形と内容の一致には時間が必要です。そして、さらに難しい点はどの時点で完成なのか誰も答を知らない、いわば正答がない創造性テストのような事柄であるということです。このことが「学校事務職員の仕事とは？」というテーマのなかで常に私たちを悩ませてきた根本原因に当たります。近隣の県や国内を見渡しても、各地域によって学校事務職員のあり方に違いがあります。答えがひとつでないならば、それぞれの実情に応じた取り組みこそが答えであると言えるでしょう。しかしこれはそれぞれ独善的にやればよいということではありません。教育それ自体においては「人間教育とは何か？義務教育はいかにあるべきか」という大命題があり、それに呼応して歴史的地域的に様々な議論と方法があるわけですが、人間社会における教育には文化や時代の違いはあれ、なにかしら不変の理が暗に存在しているように思われます。そのような深遠なテーマではないにしても、学校事務というこの限定的な分野にも地域的事情などを超えた共通の理があるのではないか。そのような視点からまとめたのが先に述べた理念①及び②の部分です。
では前提としての理念を共有し、原則にそって形も整えたとして、いざ実践となったらどのように段階を踏んでいくべきなのか。研究部では次のように設定しました。

第１段階
各市町村の特定の中学校区において、地教委や校長会の了解の上で共同実施を試行する。定期的な事務チェック機能や情報交換により、主に県費事務の効率化、質の向上をめざす。またその成果により、各メンバーが学校内にて標準的職務に取り組んでいけるような時間的余裕、知識、方法論等を共有していく。
少し具体例をあげれば、

◆県費事務、市町村財務事務等の実務に関するきめ細やかな研修を行う
近隣の学校間で、実務に即したOJTを行う。定例会にその月に行った認定事例を相互確認したり、年に1回程度、帳簿点検等をしたりすることを通じて、それらに関す知識を深め、事務処理の正確さが、いずれの学校でも担保されるようにする。
◆経験知を継承する
実務そのものだけでなく、仕事の進め方、段取りの取り方、職員や教育委員会、外部との対応の仕方を経験豊富な職員から継承する。また、少経験者のもつIT知識や感性等、経験豊富な職員も学び、相互に学び合う場にする。

　そして、市町村内のいずれの地域においても実施できるよう要綱等の制定を地教委や校長会に働きかけていく。

第２段階
第１段階の成果を検討し、標準的職務に取り組めるだけの時間的、能力的なポテンシャルがあると判断したなら、市教委・管理職等と相談の上、事務職員あるいは事務組織に移管できる事務について具体的に提案する。自分たちに何ができるか、そして学校全体から見たなら何をやってほしいかという両者を照らし合わせる。いわば、未達分野の学校事務への取り組みを企画提案する。各校、あるいは各人で、担当する職務範囲が異なる学校事務の現状は完全に解消するわけではないが、相互に学び合う中で、新たな事務領域にかかわり、教員の事務負担の軽減につながるきっかけとする。当然のことながら、そのためには事務職員、事務組織に対する信頼が培われている事が条件である。その信頼は主に第１段階の組織運営や各事務職員の日常の実績、事務移管の合理性や教育現場への還元状況が評価できるものであるかどうかにかかっています。

第３段階　　
第２段階の実績の検討とともに、グループ及びグループリーダーの業務はだいたい共通のものになってきます。共同実施組織の活動内容が複雑で高度になるにつれ、そのリーダーの資質が一段と問われてきます。そのため、組織のリーダーである事務長になるための試験制度のようなものが必要になるでしょう。

これらの３段階はこれからの変化の道筋をおおまかに描いたもので、実際にこうなったら第１段階、ここからは第２段階とはっきりと境界線を引けるものではありません。物事が進行し以前とは違うことが何となく見えて来た状態、それが各段階の境目ととらえてください。つまり第１段階から第２段階への途中では、両者が混在する場面もあり得るわけです。ここで蛇足ながら「変化」という言葉をその字義にもとづいて説明するならば、「変」とは外面的なもしくは急激な転換、「化」とは内的でゆるやかな移行であると言われます。私たちは学校事務職員として身分や執務において一定の枠の中にあるわけですから、まずは現状でも可能な共同実施組織という無理のない範囲での形態の「変」を求め、次に「化」によって実質内容を充実させ、そこからまた内容に即した新たな形という「変」を模索するというように、内外をともに進めていくことが重要です。つまり、内部（実質）の充実は我々自身の試行・実践に負いますが、外面的な形態の変化には地教委や管理職の後押し、つまり要綱の制定など行政面の新しい枠組みが必要です。つまり私たちとしては自身の試行実績を積みつつ、外部への働きかけを行い、それによって新しい枠組み（組織の承認や要綱による制度化）を得たなら、それを足がかりにして次なる充実を臨むというように、内外の活動を両輪としてバランス良く進むべきであろうということです。（外部への働きかけについては、後段７を参照して下さい。）


５　不完全な完成予想図と理念の保持について

前項３に挙げた、海部スマイルプランが目指すあり方は、いまだ実質の確立しないところで考えた、いわゆる机上のあり方です。当面の完成予想図であり、あくまでも『道半ばから垣間見たゴール地点』のようなものと捉えていただきたいと思います。
ではこんな意見はないでしょうか？未完成の予想図のまま見切り発車のように始めるのか、それでうまくいくのか、と。確かにそのとおりです。完成形として、これが絶対的正答だというものを私たちは示すことができません。それは前述のとおり、そもそも「学校事務職員」のあり方がひとつに決定されたものではなく現に多種多様であるという、この職の特殊性が大きな原因であると考えられます。この職は、もともとは学校での「庶務」係として生まれたのかもしれません。しかし社会の成熟とともに、学校現場ではいろいろな事務処理が膨張し、煩雑化しています。これをどう整理していくか、このことが現在の大きな課題になっています。
このように学校事務の仕事とはそもそも不確定的に始まったものです。さらにそれを発展させようとするならば、新規事業に乗り出す企業がそうであるように、ある程度のプランと勝算はあれども１００％うまくいくとは限らない、リスクもあり予測不能なことも起こりえるという状況にあると言えるのではないでしょうか。では逆に不確かな将来像では困るということでそれを避け、現状から推察できる範囲で将来像を固定したなら安心できるでしょうか。学校事務をすべて取り囲み、この職の絶対的存在基盤である義務教育制度という巨大な容れ物はどうでしょう。不変でしょうか。小中一貫教育（中高一貫も？）や６３３制の見直し、総務事務の民間委託など大変動の芽は常に胎動しています。全体が動揺するときに学校事務だけが安定して立っていられるでしょうか。このような不確定な状況の中にあるからこそなお私たちは将来へのプランを描こうとしています。このようなときに私たちがまず足場とすべきは、決まり文句のお題目やリアリティのない飛躍しすぎた議論ではなく、現場から発信する、理念（idea）を基にしたプランとその実践ではないかと思います。「あい・スマイルプラン」そしてこの「海部スマイルプラン」なるものも共にそのような立場から、リスクを最小限にしつつ勝機を得るために作成されたものであるはずです。しかしこれらが未だ机上のプランにすぎないことも事実です。万が一にも、今後既成概念を覆すような変動があり、プラン修正の必要を迫られたときはどうするか？　
―理念を軸として新たな現実に対応すべくアイデアを出し実践していく―
常にそこに立ち戻るべきではないかと考えます。


６　Ｑ＆Ａ

Ｑ１　以前やっていた、事務チェックとどこが違うのですか？

Ａ　事務チェックをしている姿だけを見れば同じものに見えます。違いは、事務チェックという共同実施を足がかりとして、いずれは標準的職務に関わり、学校における行政職員としての立ち位置を確立しようとする目的を内蔵しているという点です。

Ｑ２　標準的職務を行うには、管理職の考え方に差があり、管理職との信頼関係が不可欠ですが、自分たちの書類チェックから発展して標準的職務へとつながる保証はあるのですか？事務職員だけの希望的観測ではないですか？

Ａ　正直なところ、かならずそうなるという保証とか、確証はありません。時間がかかる場合もあると思います。ただ、必ずしも希望的観測とは言えないであろうと考えます。なぜなら、実際に学校は多忙化しており、教員が負担に感じている仕事を誰かに委ねたいという思いもまた事実としてあるものなので、ニーズはあると思います。問題はそれをどのように割り出し、方法論や能力も含めて、われわれがどう応えられるかにかかっていると思います。


　Ｑ３　１中学校区では支障があるときは中学校区をまたいで行ってもかまいませんか？

　　Ａ　原則ですので、効果があるやり方で行ってください。地域事情が優先されます。現実に、先行して行われている津島市では２中学校区で実施されています。


Ｑ４　試行を行う際に、中学校区に事務長や主査がいない場合や、いてもリーダーを固辞されたらどうしますか？　
　
Ａ　現段階では職階＝経験年数なので、リーダーはやはり経験年数と職階に応じて選ぶべきですが、どうしても決まらないときは、リーダーによるマネジメントの形ではなく、メンバーの合議・分担制で活動を進めてください。手続上、形式的「代表者」が必要なときは、原則経験年数を基準として決めてください。形式上の代表であれば責任問題がからむことはありません。現段階では共同実施組織といっても各学校の事務処理は当該事務職員の責任において行います。この点は現状と何ら変わりません。

Ｑ５　共同実施が兼務発令容認のきっかけとなり、人員削減になり、標準的職務ではなく、複数の学校の県費事務処理で多忙化する恐れはありませんか？

Ａ　私たちは事務の合理化・効率化だけを目的として共同実施に取り組むわけではありません。それは手段のひとつに過ぎず、無駄を省くことによって生じる余力で新しい業務に取り組み、学校経営に還元することが目的です。このことはしっかり押さえておかねばなりません。しかし行政のスリム化という流れのなか、人員削減のリスクを１００％避けることもできません。したがって私たちはこれまでどおり各々の学校での業務に揺るぎなき重心をおくべきであり、共同実施はそれを補完する手段（ツール）であるということを内外に向けて絶えず提示していく必要があり
　ます。

Ｑ６　共同実施が兼務発令容認のきっかけとなり、事務職員は派遣社員のようになり、かえって学校経営参画への機会がなくなることはありませんか？そうなったら最悪の場合、丸ごとアウトソーシングになりませんか？

Ａ　残念ながら、質問のような方向性がありえないとは言い切れません。将来の展開への決め手は、私たちが共同実施組織で得た「事務の質の向上」をどれだけ学校に還元できるか、ここにかかっています。アウトソーシングされた事務は、そのなかでの閉じられた事務処理であり、行政的立場からの学校教育に対する積極的な関与はありません。私たちがここでプランとして作成した、教育活動への積極的貢献を志す共同実施組織とは、全く相容れないものです。たとえば事務職員と教育職員が互いに隔離された完全な分業体制になったとしたら、一見合理的なように見えますが、教員は学校の中にあって教育活動に専念できるというわけではなく、むしろ公的機関としての機能を維持するために、教員自身が今以上に、半ば行政的立場での管理的・処理的業務に追われるようになることも考えられます。それは学校のあるべき姿として決して良い状態ではなく、またそうならないためにも事務（行政）職員と教育職員の協力は不可欠であり、そのための共同実施であるという前提や実績を強くアピールしていかねばなりません。

Ｑ７　多くの学校で日々の業務に追われているという実態があるのに、どうして自ら共同実施という負担増を課さねばならないのですか？

Ａ　確かに手間が増えるというマイナス面は否定できませんが、今感じている実務上の疑問（『もっと早く確実な方法はないだろうか？』『他の人はどうやって取り組んでいるのだろう？』など）・希有な事例に出くわしたときの戸惑いや不安・些細なケアレスミスによる後処理の煩わしさ、そういうものを解消し多少なりとも自他のスキルアップにつながる、そのようなプラスの面を見ることはできないでしょうか。それでも差し引きがマイナスであったら、自分たちで実施方法を調整する余地もあります。

Ｑ８　市町村の事務部会とのすみ分けは？

Ａ　事務部会は、基本的には具体的な事務改善に関する研究の場の位置づけであり実際には市町村財務事務についての教委からの連絡や意見交換の場であり、事務研究会や全校に関係する決定事項の協議の場という位置づけです。
一方、各中学校区においてきめ細やかな研修を実施するためには、共同実施組織、グループの活動が必要であると考えます。


７　次年度からの各中学校区での具体的取り組み案

（１）自分たちの試行としての取り組み
★まずは中学校区でリーダーを決めてください。
今の人事異動のしくみではバランスが悪いかもしれませんが、できるだけ経験年数やリーダー性を考慮して決めてください。
★定期的な県費の書類チェックから始めてください。
日程や内容、方法についてメンバーで話し合ってください。
全校をまんべんなくやるか、監査の事前チェックとして特定の学校に重点を置くか、すべての書類を見るか、そのひとの不得意分野に重点を置くか、各メンバーの状況や希望を取り入れて、より合理的効果的方法を考えて、おこなってください。
★同時に研修的活動を組み入れてください。
法令改正等の整理、文書管理方法の統一、事例集の共有など、現場に即した課題を持ち寄り、場合によっては他の中学校区とも協力して行ってください。

（２）地教委等への働きかけ　　
★市町村単位で事務職員の意思確認をする。
市町村教委や校長会に話を持って行く前に、事務職員間で意見交換をし、おおむねの合意形成を取り付けます。
★校長会、教育委員会に話を持って行く。
「具体的にこういうことをしていきたい」という趣意書などを作成し、学校事務職員の様子等、多少理解のあるであろう事務職員担当校長や指導主事に市町村代表が話に行きます。その校長や指導主事と一緒に働いたことのあるような人間関係がある者がこの過程に関わると、よりスムーズに進みやすいと思われます。
★教育委員会から共同実施に関する通知文を出してもらったり、できれば要綱等を整備してもらえるように働きかける。
文書が出されない状況で、上記のような形での共同実施を行うことは、様々な観点から少なからず支障があります。文科省の共同実施に関する資料（平成24年度、県大会「研究のまとめ」７１～７６ページあたり）を見せるなどして、国の方針に即したものであって、決して突飛なことではないことを話の中で押さえておく必要があります。あわせて、津島市の実施要綱等を提示するなど、現実に行われていることであることを確認します。さらに、話の進み具合で、たたき台はこちらで用意するなどの言葉を添えて、それほど面倒なことではないことを印象付けることは重要です。
（率直に言って事務職員と地教委には相当の温度差があり、地教委側としてはやらなくても何ら具体的な不都合はなく、こちら側の要請でやってもらうわけなので下仕事は全面的に請け負うという誠意を見せておきたいものです。）
